
都市計画法第29条の該当有無の確認

住環境条例の該当有無の確認

開発基本計画書

開発基本計画案内板の設置
《基本計画書提出日の翌日から起算7日以内》

開発基本計画案内板設置届

相談カード（東京都）
《締切：毎月第１火曜日》

事前協議準備書
《締切：毎月第１火曜日》

調整会議（市）
《毎月第２週～第３週内》

調整会議（東京都）
《毎月第３火曜日》

調整会議（東京都）
《毎月第３火曜日》

調整結果連絡

調整結果通知
《毎月第４火曜日（原則）》

（窓口協議）

事前協議申請書・周辺住民説明実施報告書

　　　　　 （書類審査・修正差替等）

条例適合証明書
（金銭納付額提示書）

仮決裁申請（東京都）

同意・協議申請書

開発同意協定書の受け渡し
（納入通知書の交付）

仮決裁完了連絡

金銭納付・領収証書（写し）の提出
《協定締結前まで》

開発協定書（事業主の署名・押印）

協定締結（市長印の押印）
開発同意証明書（法第32条合意）

都市計画法第29条許可申請（東京都）

開発許可

工事着手届
《工事着手前まで（協定締結後1年以内）》

検査の日程調整《検査希望日の１ヶ月前以後》

中間検査願書《検査日の１週間前まで》

中間検査

工事完了届・完了検査願書《検査日の前日まで》

完了検査

完了検査

完了検査適合通知書

市検査合格連絡

完了済証

公共用地の登記（地目変更・分合筆等）

工事完了公告

確約書・公共用地譲渡承諾書・公共施設等引継書
《工事完了公告日（都）の翌日以後》

公共用地の所有権移転の嘱託登記等

※５,000㎡以上の土地取引行為を行う場合には、大規模土地取引行為の手続きが事前に必要となります。※開発事業の手続きに係り、開発基本計画書の提出から協定の締結（都市計画法第３２条同意）までの標準処理期間は３ヶ月程度です。

【令和７年４月１日から】開発事業（住環境条例第２７条第１項第１号（都市計画法第２９条開発行為））

東京都多摩建築指導事務所
開発指導第二課（府中）

清瀬市（都市計画課等） 開発事業主（代理人）
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【令和７年４月１日から】
　
 　　　　消防水利協議に係る事務手続
 ①所定の協議申請書の提出(事業主⇒防災防犯課)
 ②消防水利協議(防災防犯課⇔事業主)
 ③消防水利確認書の交付(防災防犯課⇒事業主)

１週間程度

１ヶ月程度

計画の事前相談は不可。
（整備基準等の案内のみ。）

後退道路・新設道路の整備計画が
無い場合、中間検査は原則不要。
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